
２０１８年度決算の概要

※以下文面における金額は「万円単位」に端数調整してあります。

（１）資金収支計算書について

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 25,797,000,000 25,765,162,703 31,837,297

手 数 料 収 入 1,676,000,000 1,898,634,276 △ 222,634,276

寄 付 金 収 入 525,000,000 1,007,404,789 △ 482,404,789

補 助 金 収 入 3,570,600,000 3,887,757,268 △ 317,157,268

資 産 売 却 収 入 18,993,000,000 21,801,002,077 △ 2,808,002,077

付随事業・収益事業収入 1,903,000,000 2,243,465,570 △ 340,465,570

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 310,000,000 1,987,324,735 △ 1,677,324,735

雑 収 入 727,000,000 904,062,833 △ 177,062,833

前 受 金 収 入 5,856,000,000 5,908,764,154 △ 52,764,154

そ の 他 の 収 入 10,607,579,000 10,668,036,427 △ 60,457,427

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 6,300,871,000 △ 6,474,093,772 173,222,772

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 18,799,463,000 18,799,463,451

82,463,771,000 88,396,984,511 △ 5,933,213,511

人 件 費 支 出 15,872,500,000 15,489,432,726 383,067,274

教 育 研 究 経 費 支 出 10,006,100,000 9,596,068,261 410,031,739

管 理 経 費 支 出 2,424,400,000 2,323,170,096 101,229,904

借 入 金 等 利 息 支 出 290,600,000 290,563,874 36,126

借 入 金 等 返 済 支 出 1,599,700,000 1,599,680,000 20,000

施 設 関 係 支 出 3,518,100,000 2,879,002,662 639,097,338

設 備 関 係 支 出 924,600,000 1,239,736,731 △ 315,136,731

資 産 運 用 支 出 28,693,000,000 32,803,000,000 △ 4,110,000,000

そ の 他 の 支 出 3,298,602,000 3,510,080,630 △ 211,478,630

〔 予 備 費 〕 (                    0)

300,000,000 300,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 2,224,307,000 △ 2,692,842,278 468,535,278

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 17,760,476,000 21,359,091,809 △ 3,598,615,809

82,463,771,000 88,396,984,511 △ 5,933,213,511

<収入の部>

差　　異科　　　目

収 入 の 部 合 計

（単位：円）

予　　算 決　　算

<支出の部>

　２０１８年度資金収入は、２０１８年度予算比（以下「予算比」という。）５９億３，３２１万円増の６９５億９，７５２万円であり、これに前年度
繰越支払資金１８７億９，９４６万円を加えた収入の部合計は８８３億９，６９８万円です。
　これに対して資金支出は、予算比２３億３，４６０万円増の６７０億３，７８９万円であったので、翌年度繰越支払資金は、予算比３５億９，８６２
万円増の２１３億５，９０９万円となり、支出の部合計は、８８３億９，６９８万円です。

（単位：円）<収入の部>

科　　　目 差　　異

資　金　収　支　計　算　書
２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

予　　算 決　　算

支 出 の 部 合 計

学生生徒等納付金収入（２５７億６，５１６万円）は、
授業料、入学金、実験実習料、及び施設設備資金で
す。
右表は直近５年の学生生徒等納付金収入の推移です。
２０１８年度は諏訪東京理科大学公立法人化に伴い、
前年度より減少しています。

学生から納入された学費です。

文部科学省から交付される経

常費補助金、研究設備整備

費等補助金、大学改革推進

等補助金などです。

国などの公的機関・民間企業と
の受託研究契約・共同研究契
約に基づく収入などです。

２０１８年度に納入された２０１９
年度分の学費などです。

２０１７年度に納入された２０１８
年度学費などですので、収入
の部から差し引きます。

教育・研究活動に要する経費で
す。

法人の管理運営・学生募集に要
する経費です。

土地、建物（附属設備も含む）、
構築物など、施設を取得するた
めの支出です。

２０１８年度末までに支払が完了
しなかった未払金などですの
で、支出の部から差し引きます。
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手数料収入（１８億９，８６３万円）は、入学検定料、
試験料、証明手数料、及び大学入試センター試験
実施手数料です。

右表は直近５年の手数料収入の推移です。

寄付金収入（１０億７４０万円）は、
企業等からの研究助成金や学生の父母、教職員、
卒業生からの寄付金です。

右表は直近５年の寄付金収入の推移です。

補助金収入（３８億８，７７６万円）は、国庫補助金、
地方公共団体補助金、及び学術研究振興資金です。
例年、国庫補助金として計上される経常費補助金が
大部分を占めています。

右表は直近５年の補助金収入の推移です。

付随事業・収益事業収入（２２億４，３４７万円）は、
補助活動収入、受託事業収入、知的財産権実施料等収入、
公開講座受講料、免許状更新講習料です。

右表は直近５年の付随事業・収益事業収入の推移です。

資産売却収入（２１８億１００万円）は、不動産及び
有価証券の売却収入です。

右表は直近５年の資産売却収入の推移です。
２０１８年度は有価証券として保有していたものを特定資産へ
組入れたため、増加しています。
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<支出の部>

受取利息・配当金収入（１９億８，７３２万円）は、第３号基本金
運用収入、受取利息・配当金収入です。

右表は直近５年の受取利息・配当金収入の推移です。
２０１８年度は、資産運用が好調だったため増加しています。

人件費支出（１５４億８，９４３万円）は、教員人件費、
職員人件費、役員報酬、及び退職金です。

右表は直近５年の人件費支出の推移です。
諏訪東京理科大学公立法人化に伴い２０１７年度は
退職金が増加し、２０１８年度は人件費が減少しています。

教育研究経費支出（９５億９，６０７万円）は、
消耗品費、旅費交通費など教育・研究活動に要する経費です。

右表は直近５年の教育研究経費支出の推移です。

管理経費支出（２３億２，３１７万円）は、
法人の管理運営・学生募集活動に要する経費です。

右表は直近５年の管理経費支出の推移です。
２０１５年度は経営学部のキャンパス移転経費などに伴い
増加しています。
２０１８年度は、全学における経費の抑制効果などにより
減少しています。

雑収入（９億４０６万円）は、施設設備利用料、
私立大学退職金財団交付金、及びその他の雑収入です。

右表は直近５年の雑収入の推移です。
私立大学退職金財団交付金は、各年度の退職者数に
大きく影響されます。
２０１７年度は諏訪東京理科大学公立法人化による
退職者数増に伴い同交付金が増加しています。
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設備関係支出（１２億３，９７４万円）は、備品、図書、
車輛など、設備を取得するための支出です。

右表は直近５年の設備関係支出の推移です。
２０１５年度は、神楽坂キャンパス富士見校舎や
野田キャンパス３・１１号館の改修工事などにより
増加しています。

施設関係支出（２８億７，９００万円）は、土地、建物
（附属設備も含む）、構築物など、施設を取得するため
の支出です。

右表は直近５年の施設関係支出の推移です。
２０１７年度は葛飾Ⅱ期土地取得のため増加しています。

借入金等利息支出（２億９，０５６万円）は、
銀行や日本私立学校振興・共済事業団からの借入金の
利息返済支出です。

右表は直近５年の借入金等利息支出の推移です。

借入金等返済支出（１５億９，９６８万円）は、
銀行や日本私立学校振興・共済事業団からの借入金の
返済支出です。

右表は直近５年の借入金等返済支出の推移です。
２０１８年度から、葛飾キャンパスの建築及び葛飾Ⅱ期土地
取得に係る銀行からの借入金返済が始まったことにより
増加しています。

資金収支計算書は、教育研究等の諸活動に要する一年間
の資金の収入、支出をみるもので、支出に対応する収入
がどのような源泉から調達されているかをみることができ
ます。また、借入金などの負債性のある収入や、固定資産
取得に必要な支出、借入金返済などが全体の収支にどの
ような役割を果たしているかなどもみることができます。
この資金収支計算書を活動区分ごとに表示した活動区分
資金収支計算書は、企業会計のキャッシュフロー計算書に
相当しますが、区分の方法が企業会計とは異なります。
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（２）事業活動収支計算書について

学 生 生 徒 等 納 付 金 25,797,000,000 25,765,162,703 31,837,297

手 数 料 1,676,000,000 1,898,634,276 △ 222,634,276

寄 付 金 525,000,000 1,041,772,786 △ 516,772,786

経 常 費 等 補 助 金 3,280,000,000 3,582,931,394 △ 302,931,394

付 随 事 業 収 入 1,903,000,000 2,243,256,465 △ 340,256,465

雑 収 入 727,000,000 927,219,179 △ 200,219,179

教 育 活 動 収 入 計 33,908,000,000 35,458,976,803 △ 1,550,976,803

人 件 費 15,803,500,000 15,435,244,808 368,255,192

教 育 研 究 経 費 14,759,500,000 14,469,916,316 289,583,684

管 理 経 費 3,006,000,000 2,687,349,634 318,650,366

徴 収 不 能 額 等 0 3,555,577 △ 3,555,577

教 育 活 動 支 出 計 33,569,000,000 32,596,066,335 972,933,665

教 育 活 動 収 支 差 額 339,000,000 2,862,910,468 △ 2,523,910,468

受 取 利 息 ・ 配 当 金 310,000,000 1,987,324,735 △ 1,677,324,735

その他の教育活動外収入 0 209,105 △ 209,105

教 育 活 動 外 収 入 計 310,000,000 1,987,533,840 △ 1,677,533,840

借 入 金 等 利 息 290,600,000 290,563,874 36,126

その他の教育活動外支出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 290,600,000 290,563,874 36,126

教 育 活 動 外 収 支 差 額 19,400,000 1,696,969,966 △ 1,677,569,966

経 常 収 支 差 額 358,400,000 4,559,880,434 △ 4,201,480,434

資 産 売 却 差 額 0 12,577,374 △ 12,577,374

そ の 他 の 特 別 収 入 606,600,000 596,155,557 10,444,443

特 別 収 入 計 606,600,000 608,732,931 △ 2,132,931

資 産 処 分 差 額 4,816,200,000 5,805,818,289 △ 989,618,289

そ の 他 の 特 別 支 出 0 36,727,000 △ 36,727,000

特 別 支 出 計 4,816,200,000 5,842,545,289 △ 1,026,345,289

特 別 収 支 差 額 △ 4,209,600,000 △ 5,233,812,358 1,024,212,358

（ 予 備 費 ） 300,000,000 300,000,000

基本金組入前当年度収支差額 △ 4,151,200,000 △ 673,931,924 △ 3,477,268,076

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 29,458,400,000 △ 25,060,000,000 △ 4,398,400,000

当 年 度 収 支 差 額 △ 33,609,600,000 △ 25,733,931,924 △ 7,875,668,076

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 11,308,707,000 △ 11,308,707,159 159

基 本 金 取 崩 額 8,935,000,000 6,526,675,457 2,408,324,543

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 35,983,307,000 △ 30,515,963,626 △ 5,467,343,374

事 業 活 動 収 入 計 34,824,600,000 38,055,243,574 △ 3,230,643,574

事 業 活 動 支 出 計 38,975,800,000 38,729,175,498 246,624,502

　２０１８年度の事業活動収入計は、予算比３２億３，０６４万円増の３８０億５，５２４万円です。これに対して事業活動支出計は、予算比２億４，６６２万円減の３８７億２，
９１８万円であるため、基本金組入前当年度収支差額は６億７，３９３万円の支出超過となります。ここから基本金組入額合計２５０億６，０００万円を差し引くと、当年度
収支差額は２５７億３，３９３万円の支出超過となります。
　この結果、２０１７年度からの繰越収支差額（支出超過額）１１３億８７１万円及び、諏訪東京理科大学公立法人化等に伴う今年度の基本金取崩額６５億２，６６８万円
を加えると、２０１９年度への繰越収支差額（支出超過額）は３０５億１，５９６万円となります。

（単位：円）

２０１８年４月　１日から

事　業　活　動　収　支　計　算　書

２０１９年３月３１日まで

予　　算 決　　算 差　　異
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管理経費：減価償却額が含まれます。

資産処分差額：資産を廃棄除却した際の
簿価との差額です。
（処分額＜簿価）

徴収不能額等：奨学貸付金などで徴収不
能になったもの及び徴収不能になる可能
性が高いものです。

基本金組入額合計：学校法人が教育研究
活動等の計画に基づき必要な資産を継続
的に保持するために維持するべきものとし
て、事業活動収入から組入れた金額のこと
です。

人件費：教職員の退職金に備えるための退
職給与引当金への当年度繰入額が含まれ
ます。

教育活動収支：経常的な収支の内、教育
活動に関わる収支を表します。

教育活動外収支：経常的な収支の内、教
育活動以外の収支を表します。

特別収支：臨時的な収支を表します。

その他の特別収入：施設設備拡充等のた
めの寄付金、補助金、および現物寄付など
です。

経常収支：事業活動収支から臨時的な収
支（特別収支）を除いたものです。

資産売却差額：資産を売却した際の簿価
との差額です。
（売却額＞簿価）

基本金組入前当年度収支差額：事業活
動収入の合計から事業活動支出の合計
を差し引いた額です。

教育研究経費：減価償却額が含まれます。



<事業活動収入>

<基本金組入額>

<事業活動支出>

基本金組入額（２５０億６，０００万円）は、学校法人が教育研究
活動等の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために
維持するべきものとして事業活動収入から組入れた金額のことです。

右表は直近５年の基本金組入額の推移です。
２０１４年度は東伊豆研修保養所、館山研修所等の売却により、
除却・売却高が組入高を上回ったため、０円になりました。
２０１６年度は、第４号基本金の増加額です。
２０１７年度は、野田キャンパスの再構築などにより
第１号基本金が増加しています。
２０１８年度は、第3号基本金の組入れにより増加しています。

事業活動支出（３８７億２，９１８万円）は、教育研究その他の
諸活動に対応した費用の支出を示したもので、人件費、
教育研究経費、管理経費などです。

右表は直近５年の事業活動支出（２０１４年度は消費支出）の推移です。
２０１６年度は山口東京理科大学の公立法人化などにより、また
２０１８年度は諏訪東京理科大学の公立法人化などにより
資産処分差額が多く発生したため増加しています。

事業活動収入（３８０億５，５２４万円）は、学校法人の負債
とならない収入で、学生生徒等納付金、手数料、寄付金、
経常費等補助金、付随事業収入、受取利息・配当金収入などです。

右表は直近５年の事業活動収入（２０１４年度は帰属収入） の推移で
す。

事業活動収支計算書は、毎年度の経営状況を示すものであり、
学校法人会計基準の改正によって２０１５年度から「消費収支計
算書」より様式が変更されたものです。収支を「経常的なもの」と
「臨時的なもの」に区分、さらに経常的な支出を「教育活動」と
「教育活動外」に区分し、事業活動別の収支の均衡をみること
ができます。
企業会計の損益計算書に相当しますが、学校法人では企業の
ように営利目的ではなく収支の均衡を目的とする点で、企業会
計とは異なります。
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（３）貸借対照表について

150,704,748,831 155,798,522,442 △ 5,093,773,611

109,394,925,121 115,650,617,717 △ 6,255,692,596

32,119,355,093 14,140,797,720 17,978,557,373

9,190,468,617 26,007,107,005 △ 16,816,638,388

22,268,105,700 20,307,314,221 1,960,791,479

172,972,854,531 176,105,836,663 △ 3,132,982,132

19,283,436,018 20,956,550,058 △ 1,673,114,040

10,379,047,962 11,164,984,130 △ 785,936,168

29,662,483,980 32,121,534,188 △ 2,459,050,208

173,826,334,177 155,293,009,634 18,533,324,543

146,069,334,177 152,596,009,634 △ 6,526,675,457

25,160,000,000 100,000,000 25,060,000,000

2,597,000,000 2,597,000,000 0

翌年度繰越収支差額 △ 30,515,963,626 △ 11,308,707,159 △ 19,207,256,467

143,310,370,551 143,984,302,475 △ 673,931,924

172,972,854,531 176,105,836,663 △ 3,132,982,132

有 形 固 定 資 産

基 本 金

（単位：円）

貸　借　対　照　表

科　　目

２０１９年３月３１日

第 ３ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

特 定 資 産

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

第 １ 号 基 本 金

　２０１８年度末の資産総額は、前年度末比３１億３，２９８万円減の１，７２９億７，２８５万円です。また、負債総額は、前年
度末比
２４億５，９０５万円減の２９６億６，２４８万円です。
　資産の部は、固定資産が前年度末比５０億９，３７７万円減の１，５０７億４７５万円であり、流動資産が前年度末比１９億
６，０７９万円増の２２２億６，８１１万円です。その結果、固定資産構成比率は８７．１％であり、流動資産構成比率は１２．
９％です。
　負債の部は、長期借入金が前年度末比１６億４，９６８万円減の１４６億５，８３２万円です。その結果、固定負債は前年度
末比
１６億７，３１１万円減の１９２億８，３４４万円となり、固定負債構成比率は１１．１％です。また、流動負債は前年度末比７億
８，５９４万円減の１０３億7，９０５万円であり、流動負債構成比率は６．０％です。
　純資産の部は、基本金が前年度末比１８５億３，３３２万円増の１，７３８億２，６３３万円であり、このほかに未組入額が１７
３億９，７５１万円あります。翌年度繰越収支差額は前年度末比１９２億７２６万円減、３０５億１，５９６万円の支出超過となり
ます。

その他の固定資産

本年度末 前年度末 増　　減

負債及び純資産の部合計

固 定 資 産

流 動 資 産

固 定 負 債

流 動 負 債

貸借対照表は、年度末における資産、負債、純資産
（基本金および繰越収支差額）の状態を表示し、年度
末時点での財政状態を表す重要な財務資料です。
企業会計の貸借対照表に相当しますが、学校法人会
計の特徴的な概念として基本金があります。学校法人
はその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に
保持しなければならず、そのために必要な金額を事業
活動収入から留保したものが基本金となります。



(４)主な財務比率の推移と分析

区分 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

①人件費依存率 人件費／学生生徒等納付金 64.1% 65.7% 63.8% 64.3% 59.9%

②教育研究経費比率 教育研究経費／経常収入 42.0% 41.9% 41.6% 39.4% 38.6%

③経常収支差額比率 経常収支差額／経常収入 △ 3.2% △ 7.6% △ 2.9% 2.6% 12.2%

④事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額
／事業活動収入 △ 0.9% △ 6.5% △ 29.9% 3.9% △ 1.8%

⑤学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金／経常収入 74.8% 74.9% 74.7% 74.1% 68.8%

⑥純資産構成比率 純資産／総負債＋純資産 82.9% 82.7% 82.3% 81.8% 82.9%
※2014年度については消費収支の金額を事業活動収支に置き換えて試算しています。

①人件費依存率
学生生徒等納付金に対し人件費が占める割合を示すもので、一般的に低い値の方がよいとされています。
収入と支出のバランスがとれているかどうかを示しています。

②教育研究経費比率
経常収入に対し教育研究経費の占める割合を示すもので、一般的に高い値の方がよいとされています。
支出構成が適切であるかを示しています。

③経常収支差額比率
経常収入に対し経常収支差額の占める割合を示すもので、一般的に高い値の方がよいとされています。大
学の経常的な活動に関して収支が安定しているかを示しています。

④事業活動収支差額比率

事業活動収入に対し基本金組入前当年度収支差額が占める割合を示すもので、一般的に高い値の方がよ

いとされています。この比率がプラスでその値が大きいほど財政面での将来的な余裕につながるとされて

おり、臨時的な要因でマイナスとなった場合を除き、マイナスの値が大きくなるほど財政面で今後貧窮する

可能性が高いとされています。

⑤学生生徒等納付金比率

経常収入に対し学生生徒等納付金が占める割合を示すもので、この比率が安定的に推移することが望まし

いとされています。

⑥純資産構成比率

総負債および純資産の合計額に対し純資産が新る割合を示すもので、一般的に高い値の方がよいとされ

ています。自己資金が充実しているかを示しており、この比率が大きくなるほど、自己財源が充実しており

財政的に安定していると評価されます。

2018年度は経常収入に計上される受取利息・配当金収入が増え、
収入規模が大きくなったため、教育研究経費比率が一時的に前年
度より減少しています。
また、同様の理由により学生生徒納付金比率が減少し、反対に経
常収支差額比率が大幅に増加しています。
事業活動収支差額比率は、諏訪東京理科大学の公立法人化に伴
う大規模な資産処分を2018年度に行ったため、一時的にマイナスに
なっています。
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